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概 要

特許公開公報は、技術文献としての役割を有するものであるため、論文と同様、研

究開発動向を知るための資料となり得ると考えられる。今般、特許に関係する情報は

爆発的に増加し、かつ細分化されている。このため、特定分野の専門家でも全ての文

献を査読するのは難しくなっており、特許に関する特定の技術分野の全体像の俯瞰は、

困難になっている。また、特定分野の研究区分の細分化に伴い、専門家でも特許に関

する特定の技術領域の個々の要素技術の関係把握は、困難になっている。そこで、特

許に関する特定の技術分野の中核的な特許出願の特定方法について、調査研究を行っ

た。まず中核的な特許出願の特定方法の課題を明確にする趣旨で、技術動向を分析す

る技術について、（１）専門用語の抽出および分類、（２）専門用語の簡易な用語への

置換、（３）技術動向の可視化、（４）可視化されたネットワークの中心部分の特定に

分けて、調査研究を示す。（１）専門用語の抽出および分類に関しては、論文の表題

解析、単語間の階層関係の判定、手掛かり語からの特許課題抽出、および定型表現を

利用した上位、下位概念の自動獲得などの研究が行われている。手がかり語または上

位・下位関係を利用して専門用語を抽出することなどが技術動向を分析する技術の調

査に重要であると思われる。（２）専門用語の抽出および分類に関しては、特許用語

の簡易な用語への置換、引用関係を利用した論文用語の特許用語への変換、および用

語間の上位下位関係を利用した論文用語の特許用語への変換などの研究が行われて

いる。論文用語は特に技術者に理解しやすいため、簡易な用語として論文用語を採用

し、特許用語を論文用語に置換することが技術動向を分析する技術の調査に重要であ

ると思われる。（３）技術動向の可視化に関しては、共通キーワードを上位ノードと

した Semantic network 図による可視化、特許の引用関係を利用したネットワーク図

によるによる可視化、および特許分類を利用した技術動向の可視化などについて研究

が行われている。特許出願の変遷を辿って、特許出願を時系列に表示することが技術
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動向を分析する技術の調査に重要であると思われる。（４）可視化されたネットワー

クの中心部分の特定に関しては、専門家推薦などによる特定、および学術俯瞰の手法

による特定などについて研究が行われている。定量的な指標で中心部分の特定を行う

ことができないか、権利書および技術文献としての役割を反映できないか、を含めて

検討した。権利書としての役割、および技術文献としての役割を考慮して、中核的な

特許出願を特定する定量的な指標として、特許出願の先行性、被引用数および特許請

求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数を組み合わせて用いることを

提案した。提案した定量的な指標の有効性を確認するための検証を行った。検証の結

果、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および特許出願の

先行性を基準して、特許出願の先行性の上位 25 件を並び変える方法が最も高い値を

示した。検証事例が太陽電池のみでサンプルが少ないので、この結果だけから断定す

ることはできないが、中核的な特許出願の特定方法の定量的な指標としての上記方法

が妥当であった。ただ、今回の調査研究では、中核的な特許出願の特定方法を検証す

る事例としてサンプル数が少なく、指標の組み合わせ、および重み付けで検討できて

いない事項もある。今回の調査研究で取り上げることができなかった、様々な技術の

事例を一つ一つ検証していき、上記指標の組み合わせ、および重み付けは今後、精緻

に分析および検討を進めていく必要がある点が今後の課題である。
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第１章 序論

1.1 背景

企業、または研究機関にとって研究開発する技術分野における、技術動向を把握す

ることは、今後の研究開発の方向性を予測し、テーマを決める上で重要である。

特許公開公報は、技術文献としての役割を有するものであるため、論文と同様、研

究開発動向を知るための資料となり得ると考えられる。特許法は、特許出願人に対し

て、独占排他権を付与する代償として、新規な技術を公開することを要求する（特許法

64 条）。特許出願に係る発明を開示する制度として、特許出願から 1 年半後に、特許庁

が特許公開公報を発行する出願公開制度があるからである。

今般、特許に関係する情報は、爆発的に増加している。2008 年 1 月～12 月の特許

出願件数は 391,002 であり、登録件数は 176,950 である（表 1.1）。例えば、情報通信分

野における特許公開公報（日本）の件数は、2008 年で 61,704 である（図 1.1）。

また、特許に関係する情報は、細分化されている。例えば、特許公開公報（日本）

における情報通信分野の研究区分は、2008 年で、セキュリティ、家電ネットワーク、

シュミレーションから認識・意味理解、ヒューマンインターフェース評価、デバイス

まで細分化されている（図 1.2）。

このように、特許に関係する情報は爆発的に増加し、かつ細分化されているので、

特定分野の専門家でも全ての文献を査読するのは難しくなっており、特許に関する特

定の技術分野の全体像の俯瞰は、困難になっている。

また、特定分野の研究区分の細分化に伴い、専門家でも特許に関する特定の技術領

域の個々の要素技術の関係把握は、困難になっている。

なお、特許公報の類型としては、特許公開公報の他に、特許の登録後に権利取得し

たことを公表するため発行される特許公報もある。（以下、「特許公開公報」と「特許

公報」から得られる情報のことを「特許情報」という。）
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表 1.1 特許出願件数及び登録件数（日本）

図 1.1 情報通信分野の公開件数の年別推移（日、米、欧）

図 1.2 情報通信分野の研究区分別公開件数（日、米、欧・2008 年の合計値）
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1.2 本研究の目的

技術動向を分析する技術の研究のうち、特に中核的な特許出願の特定方法について、

調査研究を示す。特許に関する特定の技術分野の全体像および個々の要素技術の関係

が把握できないと、先を読むことが困難になり、有望な技術を見落とす可能性がある

からである。特に、特許に関する特定の技術分野の中核的な特許出願を特定すること

ができれば、多用な技術から最も優れた技術を選定してイノベーションにつなげてい

くことが可能になる。中核的な特許出願の特定方法の課題を明確にする趣旨で、先行

研究を示す。

先行研究は、（１）専門用語の検出および分類、（２）専門用語の簡易な用語への置

換、（３）技術動向の可視化、（４）可視化されたネットワークの中心部分の特定に分

類される。

（１）については、特許情報から技術動向を表す専門用語を検出する技術、および

検出した専門用語の分類技術について調査を行い、考察を行った。例えば、特許公開

公報における「発明が解決しようとする課題」の段落の記載部分に注目し、専門用語

を抽出したり、手がかり語または上位・下位関係を利用して専門用語を抽出すること

ができる。

（２）については、専門用語は、難解な場合が多いため、わかりやすい用語へ置き

換える技術について調査を行い、考察を行った。例えば、論文用語は、特に技術者に

理解しやすいため、簡易な用語として論文用語を採用し、特許用語を論文用語に置換

することは有効である。

（３）については、抽出したキーとなる専門用語、又は置き換えた用語を利用して、

技術動向を把握することができないか、特許情報を使った技術動向を可視化する技術

について調査を行い、考察を行った。例えば、グループ間で共通するキーワードを上

位概念として、時系列に特許出願の変遷を示したり、特許の引用関係を辿って特許出

願を時系列に表示することができる。

（４）については、表示されたネットワークの中でどの部分が中心部分であるのか、

可視化された技術動向を利用して、技術動向を示すネットワークの中心部分を特定す

る技術について調査を行い、考察を行った。なお、ネットワークは、ノードとリンク

で構成される。ノードは個別の要素を意味し、リンクはノードとノードをつなぐ関係
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性を意味する。これらを踏まえ、引用ネットワークは、特許出願（ノード）と特許出

願（ノード）とを引用関係でつなぐ（リンク）するネットワークを意味する。

例えば、特許出願技術動向調査に関し、基本的に、専門家の推薦（判断）によって

対象テーマの中心部分となる特許が重要特許として特定される点は、注目される。

しかしながら、中心部分を特定するのは、誰でも行うことができる訳でなく、専門

家の高度な知識およびスキルが必要になってしまう。中心部分の特定には、個別の特

許を精読する必要があり、膨大な時間と手間を要することになる。このように、専門

家の判断のみに依存すると、定量的な指標で中心部分の特定を行うことができない点

で、課題がある。では、コンピュータを用いて定量的な指標で中心部分の特定ができ

ないか。例えば、中心部分を特定する指標をネットワークから次数中心性、近接中心

性、媒介中心性などを抽出する点は、注目される（なお、次数中心性、近接中心性、媒介中心性は、後述の 2.4.1

で詳細に説明するので、ここでは省略する）。

しかしながら、次数中心性、近接中心性、媒介中心性などを抽出するには、計算コ

ストがかかり、また、特許の場合には、特許の引用ネットワークから次数中心性、近

接中心性、媒介中心性等などを抽出するツールも整備されていない。さらに、特許情

報は、技術文献（特許法 64 条）であるとともに権利書（特許法 70 条）としての役割を持つ。これ

らの役割を考慮した指標を検討する必要がある点で、特許の場合には、特許の引用ネ

ットワークから中心部分を特定するには、課題がある。

かかる課題を解決すべく、特許出願の変遷をネットワークと捉えて、中心部分の特

定を中核的な特許出願の特定と考えて、中核的な特許出願の特定方法を提案した。

なお、併せて、ツールを用いて中核的な特許出願の特定方法の検証を行って、中核

的な特許出願の特定方法の評価を行った。
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第２章

特許公報にみられる技術動向を分析す

る技術に関する研究
本章では、第１章で述べた技術動向を分析する技術を（１）専門用語の抽出および

分類、（２）専門用語の簡易な用語への置換、（３）技術動向の可視化、（４）可視化

されたネットワークの中心部分の特定に分類して、それぞれにつき調査研究を行った。

先行研究の課題を明確にして、明確にされた課題を解決すべく、３章以下で述べる中

核的な特許出願の特定方法を示すためである。

表 2.1: 技術動向を分析する技術に関する従来研究

分類 技術名 開発者 年 出典

1

専
門
用
語
の
抽
出
お
よ
び
分
類

論文の表題解析 今井 俊 1999 “表題解析による科学技術

論文の自動分類”北陸先端科

学技術大学院大学修士論文

2 論文の表題解析 難波英嗣，谷口

裕子

2006 “学術論文データベースか

らの研究動向情報の抽出と

可視化” 言語処理学会 第

12 回年次大会

3 論文の表題解析 近藤友樹，難波

英嗣，奥村学，

新森昭宏，谷川

英和，鈴木泰山

2007 “論文データベースからの

研究動向情報の抽出” 言語

処理学会 第 13 回年次大会

4 単語間の階層関

係の判定

大石康智，伊藤

克亘，武田一

哉，藤井敦．

2006 “単語の共起関係と構文情

報を利用した単語階層関係

の統計的自動識別”情報処理

学会研究報告

5 手掛かり語から

の特許課題抽出

渡辺勇，小川知

也，田中一成．

2005 “特許情報の分析・評価支

援－多観点分類と引用分析

－”第 2 回情報プロフェッシ
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ョナルシンポジウム予稿集

6 辞書を用いた特

許公報の自動分

類

安藤 俊幸 2007 “特許情報の分析・評価支

援:「termmi」と統計解析言

語 R による特許情報の可視

化” 第 4 回情報プロフェッ

ショナルシンポジウム

7 定型表現を利用

した上位、下位概

念の自動獲得

難波英嗣，奥村

学，新森昭宏，

谷川英和，鈴木

泰山．

2007 “特許データベースからの

シソーラスの自動構築” 言

語処理学会 第 13 回年次大

会

8 特許明細書の品

質特性の評価

谷川英和，田中

克己

2006 “３種類の特許部品データ

ベースに基づく特許明細書

自動生成エンジンの構築”

情報処理学会

9 定量的指標を用

いた特許請求の

範囲の記載の分

析

安彦元，田中義

敏

2007 “定量的指標を用いた特許

請求の範囲の記載分析と樹

形モデルによる考察” 日本

MOT 学会

10 技術的範囲の広

さに対応した特

許請求の範囲の

数値分析

安彦元，田中義

敏,中川秀敏

2008 “定量的指標を用いた特許

請求の範囲の記載分析と樹

形モデルによる考察”日本知

財学会

11

専
門
用
語
か
ら
簡
易
な
用
語
へ
の
置
換

特許用語の簡易

な用語への置換

Mase H,
Matsubayashi
T, Ogawa Y,
Yayoi T, Sato
Y. and
Iwayama M.

2005 “NTCIR-5 Patent Retrieval
Experiments at Hitachi,
“Proc. of NTCIR-5
Workshop Meeting

12 引用関係を利用

した論文用語の

特許用語への変

換

難波英嗣，釜屋

英昭，奥村学，

谷川英和，新森

昭宏，鈴木泰

山，宮原俊一．

2006 “特許，論文データベース

を統合した検索環境および

動向分析ツールの構築”第 3

回情報プロフェッショナル

シンポジウム

13 用語間の上位下

位関係を利用し

た論文用語の特

許用語への変換

釜屋英昭，難波

英嗣，竹澤寿

幸，奥村学．

2008 “論文用語の特許用語への

自動変換” 言語処理学会 第

14 回年次大会

14 学術論文の国際

特許分類への自

動分類

難波英嗣，藤井

敦，岩山真，橋

本泰一．

2009 “学術論文の国際特許分類

へ の 自 動 分 類 ： 第 ７ 回

NTCIR ワークショップ特許
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マイニングタスク成果報告”

15 論文用語の特許

用語への自動変

換（組み合わせ手

法）

難波英嗣，釜屋

英昭，竹澤寿

幸，奥村学，新

森昭宏，谷川英

和．

2009 “論文用語の特許用語への

変換”情報処理学会，データ

ベース Vol.2 No.1

16 同義語抽出手法

を利用した論文

用語の特許用語

への変換

難波英嗣，竹澤

寿幸，内山清

子，相澤彰子．

2010 “同義語抽出手法を利用し

た論文用語の特許用語への

自動変換” 言語処理学会 第

16 回年次大会

17

技
術
動
向
の
可
視
化

共通キーワード

を上位ノードと

し た Semantic

network 図によ

る可視化

Jong Hwan
Suh, Sang
Chan Park.

2006 “A New Visualization

Method for Patent Map:
Application to Ubiquitous
Computing Technology”,

Advanced Data Mining and
Applications, Springer
Berlin / Heidelberg

18 特許の引用関係

を利用したネッ

トワーク図によ

るによる可視化

Shann-Bin
Chang,
Shu-Min
Chang,
Wei-Yuan
Guh.

2007 “Exploring the Technology

Diffusion Trajectories and
Groups of Basic Patents of
Business Methods: Using
the Patent Citation
Network” PICMET 2007
Proceeding

19 特許の引用関係

を示したツリー

による可視化

Zhenxin Cao，

Haoxing Zhao

2008 “ Research of Knowledge

Acquisition and Modeling
Method Based on Patent
Map”Knowledge
Acquisition and Modeling
Workshop, 2008. IEEE
International Symposium

20 特許の引用構造

を示したネット

ワーク図による

可視化

Zhiqiang Liu,
Donghua
Zhu.

2009 “Web Mining based

Patent Analysis and
Citation Visualization”

School of Management and
Economics, Beijing
Institute of technology

21 特許分類を利用

した技術動向の

可視化

有賀康裕，新井

大樹．

2001 “US クラス 705 に関するパ

テントマップ解析”情報管理

Vol. 43

22 キーワードの出 宮田道生，福川 2006 “特許戦略のための特許情
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現頻度を基にし

た可視化

忠昭，高橋正子 報の計量化－テキストマイ

ニングを活用した企業の注

力技術比較の試み－”日本オ

ペレーションリサーチ学会，

2006 年秋季研究発表会

23 図面による技術

動向の可視化

野崎篤志． 2008 “図面情報を用いたパテン

トポートフォリオ分析”知財

学会・第６回年次学術研究発

表会

24 引用マップおよ

び概念マップを

利用した技術動

向の可視化

Edward
Badger

2008 “Techniques for analyzing

literature search
results ”World Patent

Information 30

25 特許データ計量

分析に基づく可

視化

坂田淳一，鈴木

勝博，細矢淳．

2010 “分析イノベーション・ポジ

ションを用いた新たな特許

データ計量分析手法の提案

と日本・欧州企業の研究開発

戦略比較研究”知的財産学術

研究助成成果報告書

26

可
視
化
さ
れ
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
心
部
分
の
特
定

中心性概念の特

定

Freeman,L.C. 1979 “Centrality in social

networks:Conceptual
clarification” Social

Networks
27 PageRank に よ

る特定

Brin, S. and
Page, L.

1998 “The Anatomy of a

Largescale Hypertextual
Web Search Engine”

Computer Networks and
ISDN Systems

28 流通サービスの

取引ネットワー

ク中心性の特定

佐々木一，坂田

一郎

2010 “流通サービスのイノベー

ションに関する実態分析”俯

瞰工学に関する研究報告書

29 専門家推薦等に

よる特定

特許庁 2010 特許出願技術動向調査報告

書 太陽電池

30 特許の引用関係

を利用した重力

モデルによる特

定

伊神正貫． 2007 “ナノテクノロジー関連特

許出願のマッピング、引用関

係を用いた技術群の同定と

知識の流れの計測”The

Japan Society for Science
Policy and Research
Management
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31 学術俯瞰の手法

による特定

橋本正洋，坂田

一郎，梶川裕

也，武田善行，

松島克守

2007 “イノベーションの学術俯

瞰マップ”研究・技術計画学

会イノベーション政策と政

策研究（3）第 22 回年次学術

大会

32 学術俯瞰および

特許俯瞰による

特定

柴田尚樹，梶川

裕也，坂田一郎

2010 “学術論文と特許の差分分

析”日本知財学会
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2.1 専門用語の抽出および分類

特許公報にみられる技術動向を分析するためには、まず、特許公報から技術動向

を示す用語（以下、「専門用語」という。）を抽出し、抽出した専門用語を分類するこ

とが必要になる。

そこで、特許情報から専門用語を抽出し、専門用語間の階層を判定したり、さらに

専門用語を分類する技術について、先行研究の文献調査を行った。

2.1.1 従来研究

（１）論文の表題解析

論文の表題を解析することにより、論文の技術分類を行う技術が提案されている（１）。

かかる技術は、標準化とコード割当の処理から構成される。前者は、論文の表題を機

能語、動詞を手掛かりに複合名詞句（名詞句、動詞句）、補助分類コードのいずれか

に分割する。後者は、専門用語集（岩波情報科学辞典の用語の木）を用いて分割され

た複合名詞句に含まれる専門用語を見つけて、その専門用語に対応する分類コードを

論文の分類コードとする。なお、369 論文中の 292 論文に対して、正しい分類コード

を割当てることに成功している。

（２）論文の表題解析を用いた要素技術用語の抽出

手がかり語と人手で作成したルールを用いて論文表題を解析して、要素技術用語を

抽出する研究がある（２）。要素技術用語を抽出する手法は、論文表題に、「Ａに基づい

た」、「Ｂを用いた」等の要素技術を示す技術用語が含まれる傾向にあることに着目し

たものである。かかる手法は、「～に基づいた」、「～を用いた」等を手がかり語とし

て、表題に、HEAD（主題）、METHOD（論文中に用いる要素技術）、GOAL（論文

の目的）の構造タグの対応リストを準備して、HEAD が付された個所の要素技術と

して METHOD が付された個所を要素技術用語として抽出する。

（３）論文の表題解析を用いた要素技術用語の抽出（機械学習）

上記（２）の手法は、要素技術を使う分野が多く存在する場合にはユーザにとって

分かりにくいという問題点がある。

そこで、論文表題に形式的な主題が付与されるように機械学習させ、不要語リスト

を作成して、作成した不要語リストを用いて表題解析を行う研究が提案されている（３）。
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かかる提案手法は、論文の形式的な主題を検出するため半自動的に不要語リストを

作成し、これを用いて要素技術用語を抽出する。

なお、抽出した要素技術用語に注目し、上位下位概念という観点等から要素技術用

語の分類も行っている。

（４）単語間の階層関係の判定

テキストコーパスを用いて統計的に単語間の意味的な階層関係を自動判定する手

法が提案されている（４）。かかる手法は、見出し語とその説明文に出現する単語との

共起関係を考慮した出現頻度に基づくモデルおよび上位語、下位語と連接して出現す

る形態素の統計量の違いに基づくモデルより、階層関係にある単語間のうちどちらか

が上位語でどちらが下位語であるかを判定する。

具体的には、説明文には上位語を含んでいるが、下位語が含まれているとは限らな

いという統計的な性質を考慮して、単語間の階層関係の判定を行い、更に局所的な構

文情報、例えば、上位語であれば「科」、下位語であれば「など」等、単語の周辺に

頻出する構文情報を利用して、階層関係を判定するものである。

なお、階層関係にある単語間のうちどちらかが上位語でどちらが下位語であるかを

判定する処理は、専門用語の分類に関連するので、取り上げた次第である。

以下、特許情報を対象として、以下のような研究がなされている。

（５）表現パターンを活用した専門用語を含む特徴情報の抽出

特許文書の段落構造および表現パターンを利用して専門用語を含む特徴情報を抽

出する研究がある（５）。「～を向上する」という表現パターンは、「要約（課題）」、「発

明が解決しようとする課題」に記載されることが多い。「～を向上する」という表現

パターンを手掛かり語として、専門用語を含む特徴情報を特許課題として抽出するこ

とができる。

（６）辞書を用いた特許公報の自動分類

特許文書を特徴付けるキーワード（特徴語）を抽出し、自動分類の特定性の高い特

徴語を辞書化して、かかる辞書を用いて特許文書を自動分類する手法がある（６）。

かかる手法は、特徴語をクラスター分析し、特徴語の語彙頻度と文書頻度をかけた

重み付けを行うパラメータを計算し専門用語抽出リストを生成し、当該専門用語抽出

リストを参照して人手で主観自動分類用ＬＵＴ（Look Up Table）を編集し、自動分

類を行う。
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（７）定型表現を利用した上位、下位概念の自動獲得

特許文書から定型表現を用いて上位、下位概念を獲得する手法には、問題点として、

①上位、下位関係にないものが誤って抽出される点、②直接上位、下位概念にないも

のが抽出される点、③特許用語は学術用語と異なり、同じ意味で別の表現の用語が数

多く存在する点が挙げられる。そこで、上記①～③の問題点を改善した手法が提案さ

れている（７）。

具体的には、①上位、下位概念の判別は、「などの」箇所を「の」に置き換えた表

現が日本語として自然であるかによって判断される。例えば、「機械翻訳などの自然

言語処理」の場合、「など」を「の」に置き換えると「機械翻訳の自然言語処理」と

いう不自然な日本語になるので、「機械翻訳」と「自然言語処理」は上位、下位概念

にあると判断される。

また、②直接上位、下位関係にないものを削除するのではなく、表示する順序を変

える（優先度を下げる）。

さらに、③用語間の上位、下位関係を論文間の引用関係と見なし、引用分析手法を

用いて同義語の抽出を行う。例えば、「文書編集装置」「文書作成装置」が似た意味を

持つならば、数多くの上位語または下位語を共通に持つ。

（８）特許明細書の品質特性の評価

特許明細書の品質特性を、権利書としての特性である権利特性と、文献としての特

性である文献特性に分けて、特許明細書品質特性を評価する手法が提案されている（８）。

かかる手法は、特許情報の「特許請求の範囲」「特許明細書」から特許明細書の品

質に関連する値（例えば、第１請求項の特徴部の文字数、第１請求項の前提部の文字

数、特許請求項の数、カテゴリ数、発明の実施の形態の文字数、図面数、外延延長用

語数等）をパラメータとして抽出して、所定の演算を行うことで特許明細書の品質特

性を定量的に評価するものである。

かかる手法は、発明の概念を拡張する指標として、「例えば」「など」「好ましい」

「好適」等の用語を抽出する点で、特許情報からの専門用語の抽出および分類に関連

する。

（９）定量的指標を用いた特許請求の範囲の記載の分析（格成分の抽出）

特許請求の範囲の記載を定量的に表現し、その記載の品質特性を評価する方法（８）

は、提案されているが、侵害被疑製品の構成が特許発明の構成要件を充足するか否か
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の構成要件の充足性および特許請求の範囲の形成プロセスを考慮した定量的な手法

は提案されていない。

そこで、構成要件の充足性および許請求の範囲の形成プロセスを考慮した定量的

指標として特徴部比率と、総格成分数を提案する研究がある（９）。

なお、格成分は、動詞により文の成分として要求された名詞句であり、総格成分数

は、特許請求の範囲の特徴部の格成分数と非特徴部の格成分の和であり、特許請求の

範囲の特徴部比率は、（特徴部の記載の格成分数）／（総格成分数）である。

かかる研究では、総格成分数に対する特徴部の格成分数と、特許請求の範囲の記載

と、の関係に基づき、特徴部比率は総格成分数が多くなるにつれて減少すること、構

成要件をすべて充足する場合では、総格成分数が小さく、かつ特徴部比率が高い領域

に多く存在すること、構成要件の充足性を欠く場合では、総格成分数が大きく、かつ

特徴部比率が低い領域に多く存在することが確認されている。

（１０）技術的範囲の広さに対応した特許請求の範囲の数値化

特許情報の特許請求の範囲の記載パターンに着目して格構成要素に定義される技

術的事項の限定度合を文法上の分節構造体として抽出して、カウントする数値化方法

の研究がある（１０）。

構成要素、単語、格成分により特許請求の範囲の記載を数値化して、これと技術的

範囲充足の成功／失敗の関係を比較して調査している。

調査結果によると、格成分の場合に最も技術的範囲充足の成功率が高なっている。

これにより、最少抽出単位を格成分とすることで、特許発明の技術的範囲の広さに

対応させて特許請求の範囲を数値化できると提案している。

2.1.2 考察

上述の（１）～（３）の研究は、論文の表題を解析することにより、専門用語を抽

出している。論文の場合は、表題から論文の概要を推定できることが多い。これに対

して、特許情報は、権利書としての役割を果たす関係上、論文表題に対応する「発明

の名称」について、特許発明の技術的範囲を不要に限定しないように、広い意味に取

れる上位概念的な名称とすることが多い。このため、特許情報の発明の名称のみから

専門用語を抽出するのは困難である。

したがって、特許情報の場合には、発明の名称のみならず、特許請求の範囲、明細
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書、および要約の記載より専門用語を抽出することが考えられる。

また、上述（４）の研究は、特許に関して記載および記載の示唆がないが、特許情

報についても適用が可能であると考えられる。例えば、特許情報のなかで、「Ａなど

のＢ」とした表現は、Ｂを上位語、Ａを下位語と捉えることが可能である。

さらに、上述（５）の研究は、特許公開公報における「発明が解決しようとする課

題」の段落の記載部分に注目し、専門用語を抽出するものである。特許明細書は、法

的な文書であるため、独自の記載様式が採用されている。このため、特許明細書の「発

明が解決しようとする課題」の段落の「～を向上する」という形式的な表現を切り出

して、専門用語を抽出することができる。ただし、「～を向上する」という表現を用

いていない場合には、専門用語を抽出することができない。

加えて、上述（６）の研究は、特許文書を特徴付けるキーワード（特徴語）を抽出

し、抽出した特徴語を辞書化して、かかる辞書を用いて特許文書を自動分類する。特

許情報の場合には、特定の技術でも出願人により用いる表現が相違する。出願人特有

の辞書を構築することにより、出願人ごとに要素技術を抽出することも可能である。

上述（７）の研究は、手がかり語または上位・下位関係を利用して専門用語を抽出

するものある。特許情報は、法的な文書であるため、特に「特許請求の範囲」の記載

において、文書構造に一定の傾向がある。例えば、「特許請求の範囲」の記載は、「Ａ

と、Ｂと、Ｃと、を含むことを特徴とする～装置」「Ｄを備え、Ｅを備え、Ｆを備え

ることを特徴とする～装置」等というような表現形式が多い傾向がある。定型的な表

現形式から形式的な要素を抽出すると、特許情報の場合、Ａ、Ｂ、Ｃは～の要素技術

（Ａ、Ｂ、Ｃが下位概念、～が上位概念）であり、Ｅ、Ｆ、Ｇは、～の要素技術（Ｅ、

Ｆ、Ｇが下位概念、～が上位概念）になる。「と、」「備え」を手がかり語として、直

前の語を専門用語として抽出することが可能となる。

上述（９）（１０）の研究は、特許情報の特許請求の範囲の構成要素の限定度合を

示す指標として、動詞に係り受けする格成分（例えば、「応じて」「を」「基づいて」

等）を抽出する。

上述（８）の研究は、特許情報の請求項の記載で、「～において」「～であって」ま

での文書を請求項の前提部、それ以降の文書を請求項の特徴部として、それぞれの文

字数を抽出する。特に、請求項の特徴部分の文字数は、特許発明の技術的範囲の広さ

に関連する傾向がある。なぜなら、請求項の特徴部分の文字数が少なければ、特許発
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明の発明特定事項を限定する事項が少なくなり、特許発明の技術的範囲が広くなる一

方で、請求項の特徴部分の文字数が多くなれば、特許発明の発明特定事項を限定する

事項が多くなり、特許発明の技術的範囲が狭くなるからである。

なお、かかる傾向は、中核的な特許出願の特定方法でも活用する。



23

2.2 専門用語から簡易な用語への置換

特許情報から切り出した特許用語は、論文で用いられている用語と異なることが

多く、難解である。そのため、研究者が技術動向を把握しやすいよう用語を置き換え

ることができないか調査し、考察を行った。

2.2.1 従来研究

（１１）特許用語の簡易な用語への置換

特許情報の図面の「符号の説明」を活用して、特許用語を簡易な用語に置換する研

究がある（１１）。図面の「符号の説明」に特許用語とかっこ書きで簡易な用語が併記さ

れているものがある。例えば、「符号の説明」の項目の「磁気記憶装置（フロッピィ

ーディスク）」という表現より、「磁気記憶装置」と「フロッピィーディスク」を関連

用語対として抽出する。これにより、「磁気記憶装置」を簡易な用語の「フロッピィ

ーディスク」に置換することができる。

（１２）引用関係を利用した論文用語の特許用語への変換

引用関係を利用して論文用語を特許用語へ自動変換する手法が研究されている（１２）。

研究の概要は、論文用語を入力し、入力された論文用語を表題に含む論文をデータ

ベースから検索し、検索された論文と引用関係にある特許を収集し、収集された特許

から用語を抽出して、頻度順に並べて出力するものである。

（１３）用語間の上位下位関係を利用した論文用語の特許用語への変換

用語間の上位下位関係を利用して論文用語を特許用語へ変換する研究がある（１３）。

特許では、特許発明の技術的範囲を広くするため特許請求の範囲の記載として上位

概念の特許用語を用いる。このため、特許用語は、論文用語の上位概念であると考え

られる。

そこで、「などの」「等」の２種類の定型表現に注目し、この定型表現をとっている

文から上位語・下位語のセットを抽出し、シソーラスを構築して、構築したシソーラ

スを用いた特許用語の収集を行う。なお、シソーラスは、語と語の間の意味的な関係

を記述したデータベースである。

具体的には、専門用語を入力し、入力された用語を下位語としている用語を上位下

位シソーラスから収集し、収集により得られた用語セットを頻度順に並べて出力する。
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（１４）学術論文の国際特許分類への自動分類

学術論文の抄録に特許分類体系の一つである国際特許分類を自動的に付与する研

究がある（１４）。かかる研究は、K-Nearest Neighbor (K-NN)法を適用し、学術論文抄

録に特許分類 IPC を付与して、論文 ID を入力すると、IPC コードを出力する。

例えば、「機械翻訳」という学術用語に対する特許用語は、「機械翻訳」の他に「自

動翻訳」「言語翻訳」等がある。かかる研究は、このような論文と特許の用語の使わ

れ方の違いに注目する点で、特許用語の簡易な用語への置換に関連する。

（１５）論文用語の特許用語への自動変換（組み合わせ手法）

論文用語を特許用語に自動変換する手法として、上記（１２）で取り上げた特許

と論文間の引用関係を利用した「引用手法」と、上記（１３）で取り上げた上位、下

位のシソーラスを利用した「シソーラス手法」と、Mase らの手法を組み合わせた用

語変換方法を提案する研究がある（１５）。

なお、特許明細書の「符号の説明」は、発明の詳細な説明に記載されている発明の

構成要素を説明する個所である（例えば、「磁気記憶装置（フロッピーディスク）」。

Mase らの手法は、かかる個所の記載から、「磁気記憶装置」と「フロッピーディスク」

という関連用語対を抽出し、検索質問拡張に利用することで特許検索精度が向上する

ことを示す。

上記の Mase らの手法、引用手法、およびシソーラス手法を組み合わせて提案され

た手法は、上記の Mase らの手法で変換された特許用語の末尾の名詞を抽出して、抽

出された末尾名詞ごとの頻度を計算して正規化する点、および引用手法またはシソー

ラス手法で得られた各用語の末尾の名詞がMaseらの手法で抽出された末尾名詞と一

致する場合には、引用手法とシソーラス手法による各用語のスコアに前記当該正規化

された末尾名詞の値を加算して、引用手法とシソーラス手法の結果をスコアが大きい

順に並び変える点が注目される。

なお、提案手法の有効性を調べる実験を行った結果、再現率および精度による評価

等で上記の Mase らの手法、引用手法、およびシソーラス手法を組み合わせた手法が

Mase らの手法、引用手法、シソーラス手法より優れていることが確認されている。

（１６）同義語抽出手法を利用した論文用語の特許用語への変換

統計翻訳技術を用いて論文用語を特許用語へ変換する研究および分布類似度を用

いて論文用語を特許用語へ変換する研究がある（１６）。
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前者の研究手法は、英訳が共通する用語が同義語であると考えて、統計的機械翻訳

技術を用いて自動的に獲得された翻訳モデルから同義語を抽出する。例えば、論文用

の翻訳モデルで、“high resolution”と「高分解能」が、特許用の翻訳モデルで“high

resolution”と「高解像度」が対応付けられている場合には、論文用語「高分解能」

を特許用語「高解像度」に変換できる、というものである。

後者の研究手法は、ある用語がどの用語で何回、かかり受けの関係にあるかにより、

かかり受け関係にある語の一致度に基づき用語と用語の意味的な類似度を数値化す

る考えに基づくものである。かかり受け関係にある語およびその頻度のリストを論文

データベース、特許データベースから作成しておくことにより、論文用語を特許用語

に変換する。例えば、フロッピーディスク（論文用語）と磁気記録媒体（特許用語）

とが「～に書き込む」という点につき、かかり受けの一致度が高い場合には、論文用

語「フロッピーディスク」は、特許用語の「磁気記録媒体」に変換される、というも

のである。

なお、実験結果より、統計翻訳技術を用いて論文用語を特許用語へ変換する研究は、

同義語に変換されるのに対して、および分布類似度を用いて論文用語を特許用語へ変

換する研究は、索引語と共通の性質を持つ関連語、類義語等に変換される傾向にある

ことが確認されている。前者では、狭い範囲の特許の収集に適するのに対して後者は、

広い範囲の特許の収集に向くものと考えられる。

2.2.2 考察

上述（１１）の研究は、図面の「符号の説明」に特許用語とかっこ書きで簡易な用

語が併記されていることが前提であり、併記されていないと特許用語を簡易な用語へ

置換することができない。

上述（１２）（１３）（１５）の研究は、論文用語から特許用語への変換に関するも

のであるが、逆に特許用語から論文用語への変換にも適用可能であると思われる。論

文用語は、特に技術者に理解しやすいため、簡易な用語として論文用語を採用し、特

許用語を論文用語に置換することは有効であると考える。

上述（１４）の研究は、学術論文の抄録に国際特許分類を自動的に付与する研究で

ある。かかる研究は、学術論文の表題と特許 IPC に対応するが、用語の対応ではな

いので、特許用語の簡易な用語への置換にそのまま適用することはできない。
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上述（１６）の研究は、同義語抽出手法を利用して論文用語を特許用語へ変換する

ものである。

専門用語から簡易な用語への置換に関して、論文を引用する特許は数パーセントと

言われており、非常に少ない（１５）。また、特許では、特許出願人により明細書および

特許請求の範囲で用いる表現が異なる傾向にある。さらに、学術論文の用語の中から

特許に対応する特許用語を決定するには特許の技術分野の専門知識が必要となる。こ

のため、専門用語から簡易な用語への置換に関して、高い精度で自動的に置き換えを

行うには、なお課題があるものと考える。

ただ、専門用語から簡易な用語へ置換するには、特許の技術分野ごとに特許出願人

ごとに、特許請求の範囲で用いられる表現と、特許請求の範囲で用いられる表現を具

体的に解説した特許明細書の表現を紐付けて辞書を作成することは可能である。

これにより、専門用語と、専門用語を解説した簡易な用語を対応させることが可能

になり、専門用語を簡易な用語へ置換するのに有効であるものと考える。



27

2.3 技術動向の可視化

2.1にて抽出したキーとなる専門用語、又は 2.2にて置き換えた用語を利用して、

技術動向を把握することができないか、特許情報を使った技術動向を可視化する技術

について調査を行い、考察を行った。

なお、2.3.1 で用いる用語の定義を示す。

第一に、引用について定義を示す。学術的な引用は、引用主体論文による引用対象

論文の参照として機能する。本調査研究では、引用は、特許引用を意味する。特許引

用は、特許庁審査官により、新規性または進歩性（非自明性）を理由とする拒絶理由

通知書が出される場合に、拒絶理由通知書に先行技術文献を引用することを含む（特許

法 49 条）。

第二に、引用ネットワークについて定義を示す。ネットワークは、ノードとリンク

で構成される。ノードは、個別の要素を意味する。リンクは、ノードとノードをつな

ぐ関係性を意味する。これらを踏まえ、引用ネットワークは、特許出願（ノード）と

特許出願（ノード）とを引用関係でつなぐ（リンク）するネットワークを意味する。

2.3.1 従来研究

（１７）共通キーワードを上位ノードとした Semantic network 図による可視化

共通のキーワードを含む特許公報を検索し、検索した特許公報のキーワードと出願

日が記載されるノードを特許出願の出願年順に配置して、特許出願の変遷を

Semantic network 図（図 2.1）として示す研究がある（１７）。

作成した Semantic network 図（キーワードを縦軸、特許公報を横軸）を示して特

許出願の分岐の変遷を示す。

かかる研究は、キーワードを選択し、選択したキーワードで検索された特許公報よ

りテキスト情報を抽出し、テキスト情報のキーワードランキングを出力する。

そして、かかる研究は、特許公報を K-means 法によるクラスタリングに基づきグ

ループ分けを行い、グループに含まれるキーワードを特定し、特定された共通キーワ

ードを上位ノードとする Semantic network 図を作成するものである。
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図 2.1: 共通キーワードを上位ノードとした Semantic network 図

（１８）特許の引用関係を利用したネットワーク図による可視化

特許の引用関係を用いて、特許出願の変遷をネットワーク図として把握する研究が

ある（１８）。例えば、特許の引用関係を利用したネットワーク図を作成して、作成した

ネットワーク図を時系列にプロットして、特許出願の変遷を示したものがある（図 2.2）。

特許情報の特許出願の明細書には、先行技術文献が記載されている。また、特許庁

審査官により、新規性または進歩性（非自明性）を理由とする拒絶理由が通知される

場合に、拒絶理由通知に先行技術文献が示される。

このような引用関係を利用して、特許出願の変遷を辿ることが可能になる。

図 2.2 特許の引用関係を利用したネットワーク図

（１９）特許の引用関係を示したツリーによる可視化

特許マップの類型および機能を示した研究がある（２０）。例えば、例えば、特許の引

用ツリーは、引用、被引用関係を辿り特許出願の変遷を示す（図 2.3）。
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特許の引用分析は、特許出願の変遷により、特許出願に係る技術動向および競合会

社のポジショニングを含む技術発展のための重要な情報を提供することができる。

図 2.3 特許の引用関係を示したツリー

（２０）特許の引用構造を示したネットワーク図による可視化

引用構造の可視化手法を示した研究がある（２０）。例えば、特許情報の特許出願の明

細書には、先行技術文献が記載され、また、特許庁審査官により、新規性等を理由と

する拒絶理由が通知される場合に、拒絶理由通知に先行技術文献が示される。

このような特許の引用および被引用構造を利用して、特許出願の分岐および変遷を

ネットワーク図として可視化できる（図 2.4）。これにより、特許出願に示される技術の

動向を辿ることが可能になる。

図 2.4 特許の引用構造を可視化したネットワーク図

（２１）特許分類を利用した技術動向の可視化

米国特許商標庁が付した分類 USC を用いて技術動向を可視化する研究がある（２１）

例えば、縦軸を新規技術として新たに付されたUSC、横軸USCが付された年として、
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ＩＰＣからみた新規技術の拡がりを表す（図 2.5）。

時系列で新規技術が分類として付される状況が分かり、新規技術の拡がりという観

点で、特許の技術動向を可視化することが可能である。

図 2.5: 特許分類を利用した技術動向を示す図

（２２）キーワードの出現数を基にした可視化

特許明細書の文字数および特許明細書中のキーワード出現数を抽出し、抽出したこ

れらの計量化された特許情報を分析して、注力技術を可視化する研究がある（２２）。

かかる研究は、①技術分野を示す基本キーワードを抽出し、②特許明細書の文書を

細分化して名詞を切り出し、③基本キーワードと同時頻出度の高い名詞（以下、「キ

ーワード」という。）を特定し、④キーワードの出現数をカウントし、キーワード出

現数に対して分析を行って注力技術を可視化するものである。

（２３）図面による技術動向の可視化

特許情報の図面情報を用いて特許を分類して、分類した特許を可視化する研究があ

る（２３）。例えば、システム構成図（全体構成図）が選択図（代表図）とされている場

合には、全体の構成そのものが発明の特徴であると判定する一方で、システム構成図

（全体構成図）が図面にあるが、選択図となっていない場合には、別の要素、部品お

よび回路等に特徴があると判定する。判定結果に基づき、特徴ある部品等の図面をマ

ップ上に時系列にプロットする（図 2.6）。これにより、図面に示される特徴技術の遷移

をマップ上で明確にすることができる。
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図 2.6 図面による技術動向を示す図

（２４）引用マップおよび概念マップを利用した技術動向の可視化

引用マップおよび概念マップを利用して技術動向を示す研究がある（２４）。例えば、

引用リストを作成して、当該引用リストを被引用数にランキングした引用レポート（図

2.7）、および引用リストの特許の引用関係を図示した引用マップを示す（図 2.8）。

引用マップを辿ることで、特許された技術がどのように発展、強化されたのかを調

べることができる。

図 2.7 引用リストを被引用数にランキングした図
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図 2.8: 引用リストの特許の引用関係を図示した引用マップ

なお、Naive Bays モデルにより単語間の近似および頻度に基づき、特許の件数分

布を等高線で地図上に表現する概念マップがある（図 2.9）。

図 2.9: 特許の件数分布を等高線で地図上に表現する概念マップ

（２５）特許データ計量分析に基づく可視化

研究分野において中心的な企業（メインプレイヤー企業）の研究開発戦略の特徴に

ついて、定量的な分析結果を可視化する研究がある（２５）。メインプレイヤー企業の研

究開発の方向性や戦略の差異を実際的に比較明示する趣旨である。

分析のアプローチとして、メインプレイヤー企業の出願データに付与される、筆頭

IPC と CO-IPC の関係に着眼し、それぞれ Mix 型、Only 型、Mono 型の３つに分類して、

３次元座標に表示した。

分析結果より、特許データに付与される複数の IPC コードを利用して、「踏査段階」

から「開発段階」へと、オーバラップしながら技術が進展していく過程において、異



33

分野融合型の発明（MIX 型）は次第に減少していき、同分野の複数技術融合型（Only

型）や単一技術要素型（Mono IPC 型）が増加していく傾向が見い出された。

2.3.2 考察

上述（１７）の研究は、グループ間で共通するキーワードを上位ノード（概念）と

して、時系列に特許出願の変遷を示す。複数の特許出願で用いられている用語は、

技術者および研究者の間で使用されている可能性が高く、可視化のパラメータの一つ

として有効なものであると考えられる。

上述（１８）（１９）（２０）（２４）の研究は、特許の引用関係を辿って特許出願

を時系列のノードとして表示する。ノードを辿ることにより、特許出願の変遷および

特許出願に記載された技術動向を俯瞰することができ、特許された技術がどのように

発展、強化されたのかを調べることができるものと考える。

上述（２１）の研究は、新規技術が分類 USC として採用された時期をプロットす

る。これにより、新規技術に対応する特許出願の拡がりを可視化することができる。

上述（２２）の研究は、キーワード出現数に対して分析を行って注力技術を可視

化するものである。

上述（２３）の研究は、特徴ある部品等の図面をマップ上に時系列にプロットする

ものである。特に、機械系の技術分野では、特許出願の発明が構造で示されることが

多いので、図面に記載される特徴技術の遷移を把握する上で有効であると考える。

上述（２４）の研究は、特許データに付与される複数の IPC コードを利用して特許

出願の動向を定量的に分析して、分析した結果を３次元上の表示したものである。

かかる研究は、筆頭 IPC と CO-IPC の関係に着眼したものであるが、特許出願に IPC

を割り当てるには技術的な専門知識が必要になる。

また、特許出願にかかる発明を機能的に示す最適な IPC を、特許出願に付与するこ

とが前提であり、特許出願人により特許出願に誤った IPC が割り当てられれば、筆頭

IPC と CO-IPC の関係を分析しても特許出願の技術動向把握は難しいことになる。

なお、特許の場合には、出願公開制度があり、特許出願から１年半後に、特許出願

に係る明細書、特許請求の範囲、図面および要約が開示される（特許法 64 条）。

特許出願に係る明細書、特許請求の範囲、図面および要約の開示までにタイムラグ

があり、また、特許出願に係る明細書、特許請求の範囲、図面および要約が開示され
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てからの時間が長い方が特許引用の被引用数が多くなる。

このため、特許引用のネットワーク分析では、特許出願に記載された最新技術の動

向把握には適さないものと考える。
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2.4 可視化されたネットワークの中心部分の特

定

2.3 にて特許の引用関係などを辿り、特許出願を時系列の引用ネットワーク等とし

て表示した。特許出願の変遷および特許出願に記載された技術動向を俯瞰する趣旨で

ある。

ここで、引用関係で結ばれた特許出願があるとき、中心的な存在をネットワーク的

な視点から捉えようというのがネットワークの中心性分析である。ネットワークの中

心性とは、ネットワークにおけるノードやリンクの重要性を表わす指標である。

以下、中心性（以下、「中心部分」という。）の概念を整理する。その上で、表示さ

れた引用ネットワークの中でどの部分が中心部分であるのか、可視化された技術動向

を利用して、技術動向を示すネットワークの中心部分を特定する技術について調査を

行い、考察を行った。

2.4.1 従来研究

（２６）中心性概念の特定

ネットワーク分析では、中心性について様々な尺度が用いられている。最も有名な

ものとして、次数中心性（Degree）、近接中心性(Closeness)、媒介中心性(Betweenness)

によって、中心性の概念を整理した研究がある（２６）。

次数中心性（Degree）とは、あるノードがネットワーク内のノードとどの程度つな

がっているのかを示す。多くのノードと隣接している程、ノードの中心性が高いとす

る。近接中心性(Closeness)とは、各ノードから他のノードへの距離の平均を示す。あ

るノードから他のすべてのノードに到達する最短距離の平均が短いほど、中心性が高

いとする。媒介中心性(Betweenness)とは、あるノードがどの程度他のノードと他の

ノードとを結ぶ経路になっているかを示す。ノード間の経路を媒介するほど中心性が

高いとする。

なお、ネットワークは、ノードとリンクで構成される。ノードは、個別の要素を意

味する。リンクは、ノードとノードをつなぐ関係性を意味する。これらを踏まえ、引

用ネットワークは、特許出願（ノード）と特許出願（ノード）とを引用関係でつなぐ
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（リンク）するネットワークを意味する。

（２７）PageRank による特定

中心部分を特定するのに、PageRank という指標がある（２７）。

PageRank は、多くの良質なページからリンクされているページも良質である、と

いう再帰的な関係をもとに、全てのページの重要度を判定したものである。

PageRank において、重要度の高いノードからリンクを張られているノードは重要

である。中心性の高い点とのリンクを重視して中心性を考えるものである。

（２８）流通サービスの取引ネットワークの中心性の特定

流通サービスにおける関東甲信越の取引ネットワークを分析して、ネットワーク形

成の対象となる企業について、中心部分を特定する指標を示した研究がある（２８）。取

引ネットワークから次数中心性、近接中心性、媒介中心性などを抽出している（表 2.2）。

表 2.2: 取引ネットワーク分析により抽出された中心部分を特定する指標

なお、特許の中心部分を特定したものではないが、ネットワークの中心部分を特定

する指標を抽出している点で注目される。

（２９）専門家推薦等による特定

特許庁では、第 3 期科学技術基本計画において重点推進 4 分野及び推進 4 分野と定

められた８分野(ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エ

ネルギー、ものづくり、社会基盤、フロンティア)を中心に、特許出願技術動向調査

を実施している。特許出願技術動向調査では、基本的に、専門家の推薦（判断）によ

って対象テーマの中心部分となる特許が重要特許として特定される（２９）。

特許出願技術動向調査では、調査範囲を決定し、母集団を抽出して、母集団の全件

数について、１件ずつ分析軸に沿って抄録または特許明細書を読み込み、ノイズとな

る文献を除去しながら解析を行っている。特許出願技術動向調査は、2001 年より特
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許庁により行われている。

なお、委員会の委員の推薦のあった特許、および参考文献などにより特許その技術

について最初に出願されたと考えられた特許などを太陽電池分野の中心部分となる

特許として特定している点で注目される（表 2.3）（表 2.4）。

表 2.3:委員推薦による重要特許（太陽電池）

表 2.4: 特許その技術について最初に出願されたと考えられた基本特許（太陽電池）
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（３０）特許の引用関係を利用した重力モデルによる特定

特許出願を構成する特許出願群の関係を特許の引用関係を用いてマップに表現し

て、マップの位置により中心的な役割を担う特許出願を特定する研究がある（２６）。か

かる研究は、重力モデルに基づく。

重力モデルは、引用によって結びつけられている特許出願間にのみ２点の距離 r に

比例する引力が働くとし、全ての特許出願について特許出願を中心として半径 rc 内

に存在するすべての特許出願から 0.1/r2 の斥力が働くとして、セルに分割する。

そして、重力モデルは、セルに含まれる特許出願数密度が 0.1×Pmax 以上のセル

が繋がっていてできる領域の中で、領域中に 30 以上の特許出願を含むものを技術群

として定義する。

このモデルでは、多くの特許出願から構成され中心的な役割を担う技術群がマップ

の中央に、少数の特許出願から構成される技術群はその周囲に位置する（図 2.10）。マッ

プの特許出願群の位置（技術群間の知識の流れの分析）により、群間の繋がり（知識

のやり取り）を観測することが可能である。

なお、ナノテクロノロジー関連特許出願を母集団とする調査結果より、ナノテクノ

ロジーを構成する技術群間の繋がりは非常に弱く、それぞれの技術群が独立に発展し

ていることが確認されている。

図 2.10: 重力モデルにより示された特許出願のマップ

（３１）学術俯瞰の手法による特定

サイズの大きい研究分野を俯瞰する試みとして、イノベーションに対する学術俯瞰

を行った研究がある（２７）。例えば、学術俯瞰は、以下の分析手順で行われる（図 2.11）。
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第一に、論文データベースから書誌事項に「イノベーション」という用語を含むもの

（４万件程度）を抽出し、論文の一つ一つをノードとして引用関係をリンクとするネ

ットワークを構築する（ネットワークの作成）。第二に、ネットワークの最大連結成

分を取得し、Newman 法を用いてクラスタリングを行う（クラスタリング）。第三に、

ノード数の上位１７のクラスターについて特性を判定し、名称をつける（クラスター

の特徴分析）。第四に、Large Graph Layout のアルゴリズムを用いて、可視化を行う

（可視化）。

図 2.11: 学術俯瞰の分析手順を示した図

なお、Newman 法は、ある集団と別の集団とを分ける方法として、集団間のリン

クに対して集団内部のリンクの密度の濃さで評価する。このリンクの密度の濃さ（度

合い）をモジュール性 Q という値で定義して、Q が最大になった時点でクラスタリ

ングを行う。

また、Large Graph Layout のアルゴリズムは、リンクを持つノード間に引力を、

そうでなければ斥力を仮定し、各ノードの座標計算を行うものであり、ノードの引用

関係の密な論文群が近くに、引用関係のない論文を遠方に配置させる。

さらに、上位１７のクラスターとするのは、１７クラスターで９割以上を占め、上

位１７個のクラスターを分析すれば、イノベーション研究の領域を俯瞰する上で充分

であると考えたためであるとしている。

学術俯瞰により、イノベーションに関する膨大な学術研究を客観的に俯瞰すること

が可能となっている。

マップ上の位置から内容面で関係の深いテーマを扱うクラスターは近傍に存在し

て、引用関係も発達する一方で、内容面で関係の余りないテーマを扱うクラスターは

離れており、引用関係も発達する距離の余りないことが分かる（図 2.12）。
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図 2.12: 学術俯瞰の可視化により示された図

（３２）学術俯瞰および特許俯瞰による特定

学術論文と特許の対応関係を特定して、学術研究と特許の差分領域を発見すること

を試みた研究がある（３０）。かかる研究は、第一フェーズと第二フェーズとからなる。

第一フェーズとして、学術論文と特許のそれぞれをクラスターに分類する。具体的

には、上述の（３０）学術俯瞰の分析手順に示されるように、学術論文と特許のそれ

ぞれについて、①直接引用をリンクとする引用ネットワークを作成し、②密に結合し

た部分を抽出してクラスタリングを行い、③クラスターの特徴分析を行い、④可視化

を行う。

第二のフェーズとして、エキスパートは、主要な論文クラスター、特許クラスター

間の対応関係を検討して、主要文書の書誌情報からどの論文クラスターと特許クラス

ターの間に意味的な関係があるかを判定する。

二次電池を事例として、上位 10 の論文クラスターと上位 10 の特許クラスターの対

応関係を判定した結果、論文クラスターのＳ１”metal hydride”と、特許クラスターの

Ｔ３”metal hydride”はともにメタルハイドロイドを扱っており、対応関係があるこが

確認されている（図 2.13）。また、論文クラスターのＳ２”Li(Mn,Co,Ni)O 系”、Ｓ３”Li-Sn

系”、Ｓ５”olivine 系”と、特許クラスターのＴ１”リチウム系電池のセルデザイン”とは、

対応関係があることが特定されている（図 2.13）。

なお、かかる研究は、第一に、直接引用をリンクとする引用ネットワークを作成し

て、作成した引用ネットワークの中の最大連結成分のみが用いられ、最大連結成分に

リンクしていない要素を削除する点、第二に、密に結合した部分をクラスターとして
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抽出する点、および第三に、上位 10 の論文クラスターと上位 10 の特許クラスターの

対応関係をエキスパートが判断する点で、論文クラスターおよび特許クラスターの中

心部分の特定に関連する。

図 2.13: 二次電池関連の論文クラスターと特許クラスターの比較

2.4.2 考察

上述（２６）の研究は、中心性の概念を整理したものである。上述（２８）の研究

は、中心部分を特定する指標として、取引ネットワークから次数中心性、近接中心性、

媒介中心性などを抽出した点で、注目される。

ただ、次数中心性、近接中心性、媒介中心性等を抽出するには、計算コストがかか

り、また、特許の場合には、特許の引用ネットワークから次数中心性、近接中心性、

媒介中心性等を抽出するツールも整備されていない。さらに、特許情報は、技術文献

（特許法 64 条）であるとともに権利書（特許法 70 条）としての役割を持つ。

これらの役割を考慮した指標を検討する必要がある点で、特許の場合には、特許の

引用ネットワークから中心部分を特定するには、課題があるものと考える。詳細は次

章で検討を行う。

上述（２７）の研究は、PageRank の指標を示すものであり、引用に基づく特許の

評価に適用できる。特許の重要性を測る指標としては、被引用数がよく使われる。重

要な特許はたくさんの人によって引用されるので、被引用数が多くなると考えること

が可能である。同様に、被引用数の多い特許から引用されている特許は、重要度が高

いとと考えることが可能である。

上述（２９）の研究は、特許出願技術動向調査に関し、基本的に、専門家の推薦（判

断）によって対象テーマの中心部分となる特許が重要特許として特定される点は、注

目される。
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ただ、中心部分を特定するのは、誰でも行うことができる訳でなく、専門家の高度

な知識およびスキルが必要になってしまう。また、中心部分の特定には、個別の特許

を精読する必要があり、膨大な時間と手間を要することになる。このように、専門家

の判断のみに依存すると、定量的な指標で中心部分の特定を行うことができない点で、

課題があるものと考える。詳細は次章で検討を行う。

上述（３０）の研究は、重力モデルに基づく。重力モデルは、引用によって結びつ

けられている特許出願間にのみ２点の距離 r に比例する引力が働くとし、全ての特許

出願について特許出願を中心として半径 rc 内に存在するすべての特許出願から

0.1/r2 の斥力が働くとする。

しかしながら、引用関係にない特許でも、同じ技術分野に属する場合と、属さない

場合とがある。引用がないと一様に斥力が働くというのは、実際の特許と特許の関係

を反映しているとはいえない。

上述（３１）（３２）の研究は、学術俯瞰による特定を示すものである。直接引用

をリンクとする引用ネットワークを作成して、作成した引用ネットワークの中の最大

連結成分のみが用いられ、最大連結成分にリンクしていない要素を削除する点は、注

目される。なぜなら、かかる点は、特許の場合、特許の引用ネットワークの中心部分

の特定にも適用できる可能性があるという趣旨である。
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第３章 中核的な特許出願の特定方法の

研究
2.3 にて特許の引用関係等を辿り、特許出願を時系列のネットワークとして表示し

た。技術動向を俯瞰する趣旨である。2.4 にて表示されたネットワークの中心部分を

特定する技術を示した。特許出願の変遷をネットワークと捉えて、中心部分の特定を

中核的な特許出願の特定と考える。以下、課題を明確にして、中核的な特許出願の特

定方法を提案する。

3.1 中核的な特許出願の特定方法

3.1.1 で従来研究を示し、3.1.2 で中核的な特許出願の特定方法を提案する。

3.1.1 従来研究

2.4 にて記載したように、特許出願技術動向調査に関し、基本的に、専門家の推薦

（判断）によって対象テーマの中心部分となる特許が重要特許として特定される点は、

注目される。

しかしながら、中核的な特許出願の特定は、誰でも行うことができる訳でなく、専

門家の高度な知識およびスキルが必要になる。また、個別の特許を精読する必要があ

り、膨大な時間と手間を要することになる。定量的な指標で中核的な特許出願の特定

を行うことができない点で、専門家の判断のみによる中核的な特許出願の特定には、

課題がある。

では、コンピュータを用いて定量的な指標で中核的な特許出願を特定する技術はな

いか。

ここで、2.4 にて記載したように、中心部分を特定する指標をネットワークから次

数中心性、近接中心性、媒介中心性などを抽出する研究がある（２８）。中核的な特許出

願の特定方法としても、次数中心性、近接中心性、媒介中心性などを抽出することが

考えられる。
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しかしながら、次数中心性、近接中心性、媒介中心性などを抽出するには、計算コ

ストがかかり、中核的な特許出願を特定するには、次数中心性、近接中心性、媒介中

心性等を抽出するツールも整備されていない。

また、特許情報は、技術文献（特許法 64 条）であるとともに権利書（特許法 70 条）としての役

割を持つ。権利書（特許法 70 条）としての役割に関し、特許発明の技術的範囲は、特許請

求の範囲の記載に基づいて判断される（特許法 70 条 1 項）。特許発明の技術的範囲は、イ号

物件の構成と、特許請求の範囲の記載の構成を対比して判断される。イ号物件の構成

と、特許請求の範囲の記載の構成がすべて一致すれば、イ号物件は、特許発明の技術

的範囲に属し、一つでも一致しなければ、イ号物件は、特許発明の技術的範囲に属し

ないことになる。実際に、特定分野の中核的な特許出願を特定するに際して、特許出

願１件１件につきイ号物件を想定するのは不可能であるし、定量的にイ号物件を抽出

することもできない。

そもそも、特許発明の技術的範囲は、特許請求の範囲の記載に基づいて判断される

（特許法 70 条 1 項）ので、特許請求の範囲の記載が短ければそれだけ特許請求の範囲が広く

なり、特許発明の技術的範囲も広くなる。

その意味で、特許請求の範囲の記載は特許発明の技術的範囲を決定する一つの指標

になる。特に、特許請求の範囲の文字数であれば、定量的に抽出することが可能であ

る。特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分は、より特許発明の技術的思

想を表わすので、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数を特許

発明の技術的範囲を示す定量的な指標として用いることにする。

また、特許発明が無効理由（特許法１２３条）を有すると、特許権は消滅することになる

（特許法１２６条）。特許権の法的な安定性を担保するには、特許発明に無効理由（特許法１２３条）

がないことを検討する必要がある。特許発明に無効理由（特許法１２３条）をすべて検討する

のは現実的でなく、不可能である。実際には、発明の新規性および進歩性を有するか

が検討されることが多い。発明の新規性および進歩性は特許出願時を基準時として判

断される（特許法２９条）ので、特許出願が早い（先行性がある）ほど、出願時前の先行技

術文献が少なくなるので価値が高いといえる。その意味で、特許発明に無効理由（特許

法１２３条）がないこと、すなわち特許発明の有効性を定量的に示す指標として特許出願

の先行性を用いることにする。

なお、技術文献（特許法 64 条）としての役割につき、中核的な特許出願を特定する指標
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として、被引用数を用いることにする。上述の 2.4.2 で検討したように、重要な特許

はたくさんの人によって引用されるので、被引用数が多くなると考えることが可能で

あり、被引用数の多い特許から引用されている特許は、重要性が高くなり、特定分野

の中心的な特許出願と考えることが可能だからである。

3.1.2 提案

3.1.1 で述べたように、特許情報は、権利書（特許法 70 条）であるとともに技術文献（特許

法 64 条）としての役割を持つ。

権利書（特許法 70 条）としての役割を考慮して、中核的な特許出願を特定する指標に関

して、第一に、特許発明の技術的範囲を示すものとして特許請求の範囲の記載の前提

部分を除いた特徴部分の文字数を用いる。第二に、特許発明の有効性を定量的に示す

ものとして特許出願の先行性を用いる。

また、技術文献（特許法 64 条）としての役割を考慮して、中核的な特許出願を特定する

指標として、被引用数を用いる。

そこで、中核的な特許出願を特定する定量的な指標として、特許出願の先行性、被

引用数および特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数を組み合

わせて用いることを提案する。なお、これらの指標の組み合わせに関しては、次章で

検証を行う。
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第４章 中核的な特許出願の特定方法

の検証
提案した定量的な指標の有効性を確認するための検証を行った。4.1 で検証条件を

説明して、4.2 で検証結果を報告し、4.3 で結果を考察する。

4.1 検証条件

検証条件を検証データと、評価尺度とに分けて説明する。

4.1.1 検証データ

検証には、太陽電池に関する特許出願を対象として、対象とした太陽電池の種類は、

結晶シリコン型、薄膜シリコン型、化合物結晶系、化合物薄膜系、有機半導体系とし

た（図 4.1）。ただし、有機系太陽電池の 1種である色素増感型太陽電池は除外している。

また、太陽電池のセル関連技術と、パネル作製技術を調査対象とし、例えば太陽光の

追尾装置、パネルの設置工事、太陽光の集光装置、太陽光発電用パワーコンディショ

ナなどの周辺技術は調査対象から除外した。

図 4.1 調査対象とした太陽電池の種類

また、検証には、特許の出願先は日本を対象とし、特許検索は、FOCUST-J を用いた。

さらに、時期的範囲としては、登録特許について特許出願年ベースで 1974 年から
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2010 年を調査対象とした。

検索の結果、登録特許は日本出願において 6,130 件であった。太陽電池に関する特

許の検索式は、以下の通りである（表 4.1）。

表 4.1 検索式

検証データは、以下の手順で作成した。

（１） 6,130 件の母集団から、引用関係を被引用数の頻度の高い順に表示して、被

引用数の上位 25 件を抽出する。

（２）6,130 件の母集団から、登録特許について特許出願日が早い順に表示して、特

許出願の先行性の上位 25 件を抽出する。

（３）特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および被引用数

を基準して、被引用数の上位 25 件を並び変える。並び変えは、両方の順位をも

とに平均の順位を算出して行う。

（４）特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および特許出願

の先行性を基準して、特許出願の先行性の上位 25 件を並び変える。並び変えは、

両方の順位をもとに平均の順位を算出して行う。

なお、（３）では、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字

数が多ければ上位の順位になり、被引用数が多ければ上位の順位になる。

（４）では、なお、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字

数が多ければ上位の順位になり、登録特許について特許出願日が早ければ上位の

順位になる。

以上述べた手順により、（１）（２）（３）（４）それぞれにつき登録特許の上位 25

件を抽出した。その抽出結果を表 4.2～表 4.5 に示す。

なお、今回は各手順で抽出した上位 25 位を評価対象とする。上位 25 位に限定して

いるのは、以下の理由による。特許庁による太陽電池に関する特許出願技術動向調査

報告（２９）により委員会の委員の推薦のあった特許を太陽電池分野の中心部分となる

重要特許として特定し（表 4.6）、また、参考文献等により特許その技術について最初に
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出願されたと考えられた特許を太陽電池分野の中心部分となる基本特許として特定

している（表 4.7）。日本特許出願で登録されているものにつき重要特許および基本特許

は 15 件（表 4.6）（表 4.7）であった。比較検討するには同程度の件数が望ましく、15 件に+

αとして 10 件程度を加えた件数として 25 件が妥当であると考えたためである。この

ため、本調査研究では、上位 25 件を抽出の限度とする。

表 4.2 被引用数の頻度の高い上位 25 件のリスト

表 4.3 特許出願の先行性の上位 25 件のリスト
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表 4.4 （３）の手順により抽出した上位 25 件のリスト

表 4.5 （４）の手順により抽出した上位 25 件のリスト

4.1.2 評価尺度

評価には、以下の尺度を用いる。この尺度は、特許出願技術動向調査報告（２９）に

おいて、委員会の委員の推薦のあった重要特許 7 件および参考文献等により特許その

技術について最初に出願された基本特許 8 件（計 15 件）に基づく（表 4.6）（表 4.7）。

ここで、検証データとして抽出された、各々上位 25 件に重要特許および基本特許
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15 件（表 4.6）（表 4.7）がどの程度含まれるかによって評価を行う。

表 4.6:委員推薦による重要特許（太陽電池）

表 4.7: 特許その技術について最初に出願されたと考えられた基本特許（太陽電池）
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4.2 検証結果

検証データにつき評価尺度を用いて検証を行った。検証結果を以下に示す。

（１）の手順により 6,130 件の母集団から、引用関係を被引用数の頻度の高い順に表

示して、被引用数の上位 25 件を抽出した。抽出した被引用数の上位 25 件の中に、重

要特許および基本特許 15 件（表 4.6）（表 4.7）が含まれていなかった。

（２）の手順により 6,130 件の母集団から、登録特許について特許出願日が早い順に

表示して、特許出願の先行性の上位 25 件を抽出した。抽出した特許出願の先行性の

上位 25 件の中に、重要特許および基本特許（表 4.6）（表 4.7）が順位 21、23 で 2 件、含ま

れていた。

（３）の手順により 6,130 件の母集団から、被引用数の上位 25 件を、特許請求の範

囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および被引用数を基準にして、並び

変えた。両方の平均の順位を総合順位とした。総合順位の上位 25 件の中に、重要特

許および基本特許 15 件（表 4.6）（表 4.7）が含まれていなかった。

（４）の手順により 6,130 件の母集団から、特許出願の先行性の上位 25 件を、特許

請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および特許出願の先行性を

基準にして、並び変えた。両方の平均の順位を総合順位とした。総合順位の上位 25

件の中に、重要特許および基本特許（表 4.6）（表 4.7）が順位 19、25 で 2 件、含まれていた。

ここで、（１）（３）と（２）（４）を比べると、（２）（４）の方が重要特許および

基本特許 15 件（表 4.6）（表 4.7）に含まれる特許の件数が多いので、中核的な特許出願の特

定方法の定量的な指標として高い値を示すものといえる。

また、（２）と（４）を比べると、（２）（４）は重要特許および基本特許 15 件（表

4.6）（表 4.7）に含まれる特許の件数が 2 件であるという点で同じであるが、（２）は 21

位、23 位であるのに対して、（４）は 19 位、25 位である。

最上位の順位は（２）が 21 位で、（４）が 19 位であるので、（２）より（４）の方

が中核的な特許出願の特定方法の定量的な指標として高い値を示すものといえる。

4.3 考察

4.2 で記載したように、（４）が最も高い値を示した。検証事例が太陽電池のみでサ

ンプルが少ないので、この結果だけから断定することはできないが、中核的な特許
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出願の特定方法の定量的な指標として（４）の方法が妥当であったと結論付けるこ

とができる。

なお、（４）の方法は、そもそも特許に無効理由が存在すれば特許権が消滅するこ

とになるので、第一に、特許情報としての権利書（特許法 70 条）の特許出願の先行性をま

ず考慮した次第である。第二に、特許情報としての権利書（特許法 70 条）の役割に鑑みて、

特許発明の技術的範囲に関連するので、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特

徴部分の文字数を次に考慮した次第である。技術文献（特許法 64 条）としての役割は、重

要であるも、特許情報としての権利書（特許法 70 条）の役割に比較すれば、優先順位が低

くなるので、被引用数を考慮していない。

もっとも、検証事例が太陽電池のみでありサンプルが少ない点、また、太陽電池以

外の技術で検証していないので技術分野ごとの傾向が明確になっていない点で、検証

につき改良および改善の余地がある。

また、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、特許出願の先

行性および被引用数の組み合わせに関しては、様々なバリエーションが考えられ、こ

れらの指標の重み付けは今後、精緻に分析および検討を進めていく必要があるものと

考える。



53

第５章 中核的な特許出願の特定方法

に関する結論
技術動向を分析する技術を、2.1 専門用語の抽出および分類、2.2 専門用語の簡易

な用語への置換、2.3 技術動向の可視化、2.4 可視化されたネットワークの中心部分

の特定に分けて、調査研究を行った。

2.1 専門用語の抽出および分類に関しては、特許公開公報における「発明が解決し

ようとする課題」の段落の記載部分に注目し、専門用語を抽出したり、手がかり語ま

たは上位・下位関係を利用して専門用語を抽出することが可能である。

2.2 専門用語の簡易な用語への置換に関しては、論文用語は、特に技術者に理解し

やすいため、簡易な用語として論文用語を採用し、特許用語を論文用語に置換するこ

とは有効である。

2.3 技術動向の可視化に関しては、グループ間で共通するキーワードを上位概念と

して、時系列に特許出願の変遷を示したり、特許の引用関係を辿って特許出願を時系

列に表示することができる。

2.4 可視化されたネットワークの中心部分の特定に関しては、専門家の判断によっ

て対象テーマの中心部分となる特許が重要特許として特定されるが、専門家の判断の

みに依存すると、定量的な指標で中心部分の特定を行うことができない点で、課題が

ある。また、中心部分を特定する指標をネットワークから抽出する可能であるが、抽

出には計算コストがかかり、また、特許情報は、権利書（特許法 70 条）であるとともに技

術文献（特許法 64 条）としての役割を持ち、これらの役割を考慮した指標を検討する必要

がある点で、課題が残る。

そこで、権利書（特許法 70 条）としての役割を考慮して、定量的な指標として、特許発

明の有効性を示すものとして特許出願の先行性を用い、特許発明の技術的範囲を示す

ものとして特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数を用いた。併

せて、技術文献（特許法 64 条）としての役割を考慮して、定量的な指標として、被

引用数を検討した。すなわち、中核的な特許出願を特定する定量的な指標として、特
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許出願の先行性、被引用数および特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分

の文字数を組み合わせて用いることを提案した。

併せて、提案した定量的な指標の有効性を確認するための検証を行った。検証の結

果、特許請求の範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数、および特許出願の

先行性を基準にして順位付けして、両方の順位をもとに平均の順位を算出して、算出

した平均の順位を総合順位として上位 25 件を抽出する方法が最も高い値を示した。

検証事例が太陽電池のみでサンプルが少ないので、この結果だけから断定すること

はできないが、中核的な特許出願の特定方法の定量的な指標としての上記方法が妥当

であったと結論付けることができた。
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第６章 今後の課題
特許情報は、権利書（特許法 70 条）であるとともに技術文献（特許法 64 条）としての役割を

持つ。権利書（特許法 70 条）としての役割を考慮して、特許発明の有効性を定量的に示す

ものとして特許出願の先行性を、特許発明の技術的範囲を示すものとして特許請求の

範囲の記載の前提部分を除いた特徴部分の文字数を、中核的な特許出願を特定する指

標として提案した。なお、技術文献（特許法 64 条）としての役割を考慮して、被引用数も

中核的な特許出願を特定する指標として検討した。

しかしながら、今回の調査研究では、中核的な特許出願の特定方法を検証する事例

として太陽電池のみを取り上げており、サンプル数が少ない。

また、サンプル数が少なかったので、特許出願の先行性、特許請求の範囲の記載の

前提部分を除いた特徴部分の文字数、および被引用数の指標の組み合わせ、および重

み付けで検討できていない事項もある。

そこで、今回の調査研究で取り上げることができなかった、様々な技術の事例を一

つ一つ検証していき、上記指標の組み合わせ、および重み付けは今後、精緻に分析お

よび検討を進めていく必要があるものと考える。
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